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連載
運動・身体活動と公衆衛生８

「ヘルスコミュニケーションを活用した身体活動の推進」

早稲田大学スポーツ科学学術院 岡 浩一朗

1. がん予防の重要性

がん（悪性新生物）は，わが国における死因の第

1 位であり，平成19（2007）年度のがんによる死亡

者数は33万5000人を超え，総死因の30％を占めてい

る1)。また，平成13（2001）年度のがん罹患者数は

56万9000人にものぼり，増加の一途をたどってい

る。部位別の罹患率は，男性では胃がんが最も多

く，がん罹患全体の22％を占め，次いで結腸がん

（11％；直腸がんと合わせた大腸がんは18％で同順

位），肺がん（15％）の順であった。一方，女性で

は乳がんが 17％と最も多く，次いで，胃がん

（15％），結腸がん（12％）の順となっている（ただ

し，結腸がんと直腸がんを合わせた大腸がんは18％
で乳がんより多い）。年次推移に着目すると，胃が

んは減少傾向であるのに対し，大腸（結腸・直腸）

がんあるいは乳がんは著しく増加傾向にある2)。が

ん対策推進基本計画にもあるように，がん罹患率を

低減させ，がん死亡率を減少させるためには，がん

検診の受診率を向上させるとともに，効果的ながん

予防法を国民に広く普及・啓発していく必要がある。

2. がん予防における身体活動の役割

近年，国内外における研究の成果により，適度な

身体活動の実施が，一部のがんの予防に有効である

ことが明らかになっている3,4)。約25％のがん（主

に，大腸がん，乳がん，子宮体がん，食道がん，腎

臓がん）が身体活動の不足や肥満に起因する可能性

があると言われており，特に中等度の強度以上の身

体活動が大腸がんおよび乳がん（閉経女性）の発症

に及ぼす予防効果は確実であると報告されてい

る5)。わが国におけるこれらのがんの罹患数の増加

傾向を考慮に入れると，身体活動の推進は公衆衛生

上，非常に意義があると思われる。

身体活動の実施ががんを予防するメカニズムとし

ては，腸内通過時間の短縮（大腸がん），炎症の抑

制や免疫力の増強（すべてのがん）などの経路に加

え，血中女性ホルモン濃度の減少（乳がん，子宮体

がん），インスリン抵抗性の改善（大腸がん，乳が

ん，すい臓がん），アディポサイトカインの是正

（大腸がん，乳房がん，食道がん）など，肥満の改

善ががん予防に重要な役割を果たすことが知られて

いる5)。

3. がん予防のための推奨身体活動量

これまでの研究では，身体活動の量・強度が上が

るほど大腸がんおよび乳がんおける予防効果が大き

くなるという量反応関係が示されている6)。これら

のことから，がん罹患や死亡リスクの低減に効果が

期待される身体活動量として，米国がん協会

（American Cancer Society）は，通常の日常生活活

動に加えて少なくとも30分以上の中等度の強度から

高強度の身体活動を週に 5 日以上実施することを推

奨している7)。世界がん研究基金（World Cancer
Research Fund)・米国がん研究所（American In-
stitute for Cancer Research）が2007年11月に公表し

た「食品，栄養，運動とガン予防」報告においても，

毎日少なくとも30分以上，中等度の強度の（速歩と

同等レベルで）身体活動を実施することが勧められ

ている8)。わが国では，国立がんセンターが，現状

において推奨できるがん予防法の 1 つとして，「定

期的な運動の継続（毎日60分程度の歩行，週 1 回程

度は汗をかくような運動）」を挙げている。

4. がん予防に果たす身体活動の役割への気づき

身体活動が大腸がんや乳がん発症に対する予防効

果を有することは明らかであるにもかかわらず，そ

の予防的役割に対する国民の認知度はかなり低いと

言わざるを得ない。米国民1932人を対象にした

Coups9)らの研究では，身体活動による大腸がんリ

スク軽減を認知していた者は15％程度であることが

報告されている。とくに，50歳以上であること，教

育の程度が低いこと，推奨されている身体活動が理

解しにくいと思っていること，身体活動やがんに関

する情報に接する機会が少ないこと，がんに関する

情報を希求していないこと，大腸がんの症状に関す

る知識が乏しいこと，不活動であることが，認知度
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表１ ヘルスコミュニケーション戦略の手法

戦 略 具 体 的 な 手 法

メディアリテラシー 対象者（主に若年層）がスポンサーの動機を解明できるよう，メディアから発せられたメ

ッセージを分析することについて指導する

コミュニケーターに対し，対象者の見解に沿ったメッセージの作成を指導する

メディアアドボカシー マスメディアのトピック選択に影響を及ぼし，これらトピックの議論を方向付けることに

よって，健康および健康資源に影響を及ぼすような意思決定が行われようとしている社会

的・政策的環境を変えようとする試み

パブリックリレーション マスメディアに対し健康問題や健康行動にかかわるメッセージを含めるよう促す

広告 有料の広告，もしくはメディアや公共の場所における公共サービスメッセージを通じて，

成果物，サービス，行動についての認識やこれらのサポートを促進する

エンターテイメントエデ

ュケーション

娯楽番組やニュース番組に健康増進のメッセージやストーリー展開を組み込み，一方で健

康増進に反するメッセージを削除しようとする試み

健康増進のために娯楽産業のサポートを得るような場合も含む

個人および集団への指導 望ましい行動を促進するために影響を及ぼし，助言し，必要な技術やノウハウを提供する

パートナーシップの形成 営利組織や非営利組織，あるいは政府組織の，影響力や信頼性や資源を活用することによ

って，プログラムもしくは問題に対する支援を強化する

(文献 7 を基に作成)

図１ ヘルスコミュニケーションプログラムサイクル7)
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の低さと関連していた。わが国における研究10)にお

いても，定期的な運動の継続ががん予防法として推

奨されていることに対する認知度は26％であると報

告されている。Coups らのように特定のがんを想定

しているわけではないので，これらの研究間の数値

を直接比較することはできないが，身体活動のがん

罹患に及ぼす予防効果への認知度が低いことは明ら

かである。したがって，がん予防における身体活動

の効果に対する理解を深めることは，身体活動に対

する態度に変化を促し，身体活動実施への動機づけ

を高める重要な第一歩になる。そのため，がんに対

する身体活動の予防効果への気づきを高める機会を

増やす必要があり，その戦略の 1 つとしてヘルスコ

ミュニケーションが注目されている。

5. ヘルスコミュニケーションとは？

ヘルスコミュニケーションとは，「個人およびコ

ミュニティが健康増進に役立つ意思決定を下すため

に必要な情報を提供し，意思決定を支援する，コミ

ュニケーション戦略の研究と活用」と定義されてい

る11)。効果的なヘルスコミュニケーションは，健康

に関わる課題，問題，解決策に対する個人の知識・

意識を向上させ，認識，信念，態度に影響を与える

ことで，行動変容を促すことを可能にする。表 1 に

示すようなそれぞれのヘルスコミュニケーション戦

略の長所を活かし，上手に組み合わせて活用するこ

とにより，個人の知識や態度，行動の変容のみなら

ず，集団間や組織間の連携を強化したり，地域や社

会全体の政策・方針の転換や規範・通念の変革をも

たらすことが可能となる。

ヘルスコミュニケーションを活用した事業のプロ

セスは，ソーシャルマーケティングの枠組みに立脚

しており，1)計画立案と戦略の開発，2)コンセプ

ト・メッセージ・資料の作成と事前テスト，3)プロ

グラムの実行，4)効果の評価と改善の実施の 4 つの

ステージ（図 1）から成る。これらのステージは循

環的プロセスであり，企画，実行，改善を継続的に

実施し，最後のステージは最初のステージへフィー

ドバックされる形になっている。ヘルスコミュニ

ケーションキャンペーンを成功させるためには，表
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表２ 効果的なヘルスコミュニケーションキャンペーン計画の指針

ステップ 具 体 的 な 内 容

キャンペーンの目的の設

定

広義の目的を明確にする

広義の目的のうち，コミュニケーションキャンペーンによって達成可能な部分はどこか

を判断する

コミュニケーション活動の具体的目標を明らかにし，キャンペーンの計画に統合する

対象者の設定 メッセージを伝えたい集団を明らかにする

メッセージを適用できそうな下位集団を特定できるか考える

対象者についてなるべく多くを学ぶ。人口統計学的情報に加えて，信念，現在の行動，

社会的・物理的環境についての情報を入手すること

メッセージの作成 キャンペーンの目的および対象者に見合ったメッセージについて意見を出し合う

対象者にとって信頼性が高く，影響力の大きいコミュニケーションメディアおよび情報

源を明らかにする

対象者にメッセージを届ける最適なタイミングを検討し，それに合わせてメッセージを

準備する

メッセージの中からいくつかを選び，事前テストを計画する

事前テストの実施・メッ

セージおよび資料の修正

キャンペーンの予算とスケジュールに見合った事前テストの手法を選択する

対象者と同様の属性を持つ人々とともに，メッセージと資料を事前テストする

事前テストの結果に基づき，メッセージと資料を修正する

キャンペーンの展開 キャンペーンの開始当初に作成した計画に従う

キャンペーンの円滑な実行を確実にするために，必要に応じてパートナーやメディアと

の提携を図る

キャンペーンの実行と同時にキャンペーンプランとプロセスの評価に着手する

(文献 7 を基に作成)
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2 に示すような指針に沿って事業を計画し，実行し

ていく必要がある。

6. ヘルスコミュニケーションを活用した身体活

動介入の実際

米国保健福祉省（U. S. Department of Health and
Human Services）による Guide to Community
Preventive Services (Community Guide)12)では，身

体活動を推進させるための効果的な介入方法の 1 つ

として，コミュニティワイドキャンペーンが強く推

奨されている。最近では，ウォーキング推進のため

にヘルスコミュニケーションを効果的に活用したコ

ミュニティワイドキャンペーンの開発と評価に関す

る研究が行われている。Wray13)らは，ミズーリ州

のある地域の住民を対象に，ウォーキングに対する

信念・態度の変容およびウォーキング行動の推進を

目的として，掲示板，新聞，ラジオ，ポスター広告

を利用したマスメディアキャンペーンを，ヘルスコ

ミュニケーションプログラムサイクルに従って計画

し，実行している。事後評価のみではあるが，対象

となった地域の 3 分の 1 の住民は，少なくとも 1 種

類以上のメディアからキャンペーンメッセージを見

聞きし，メッセージに暴露された住民はウォーキン

グの恩恵に対する認識が高まるとともに，ウォーキ

ング行動の変容やウォーキングイベントへの参加率

が高くなることが明らかになった。わが国では，こ

の種の研究はほとんど行われていないのが現状であ

るが，国民のがん予防に果たす身体活動の役割に関

する知識や態度を高め，身体活動を積極的に行うよ

うな活動的なライフスタイルへ行動変容させるポピ

ュレーションアプローチの 1 つとして，ヘルスコミ

ュニケーションを活用したウォーキング推進のため

のコミュニティワイドキャンペーンは有効な手段だ

と考えられる。

本稿は，厚生労働省科学研究費補助金がん臨床研究事

業（H20–がん臨床–一般–003）「エビデンスに基づいたが

ん予防知識・行動の普及および普及方法の評価」に関す

る研究の一環としてまとめた。
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